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2017年3月10日「街角景気」は消費の慎重姿勢が続く（日本） 
2017年3月03日 最近の指標から見る日本経済（2017年3月） 
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2017年3月16日 

2017年春闘～ベースアップは4年連続 

■2017年3月15日に、2017年春季生活闘争（春

闘）は経営側が労働組合側に一斉に回答を示す

集中回答日を迎えました。製造業を中心に、大手企

業の春闘における各社の賃金水準の引き上げ

（ベースアップ）状況を集計すると、多くの企業で前

年割れとなりました。4年連続でベースアップとなる見

通しですが、ベースアップ率は2年連続で前年を下回

ると思われます。一時金についても、支給月数の妥結

は組合員数加重平均で5.76カ月と2016年の

5.98カ月を下回る見通しです。 

ベースアップは4年連続 
ベースアップ率は前年を下回る 

所定内給与の伸びを抑制 

「働き方改革」の推進に注目 

■今回の春闘では、賃金以外に労働時間や営業時間

の短縮など、「働き方改革」も労使交渉のテーマの１

つとなりました。電機大手は「働き方改革」ついて初の

共同宣言を労使でとりまとめるなど、新たな動きも見ら

れました。「働き方改革」の推進は重要なテーマであり、

日本経済に及ぼす影響も未知数ですが、働き方に対

する意識改革を促せるかが注目されます。 
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（注）データ期間は所定内給与が2007年度～2016年度。2016年度は 
         2016年4～12月の前年同期比。ベースアップ率は2007年～2017年。 
         2016年、2017年は連合集計値等から三井住友アセットマネジメント推計。 
         所定内給与は一般労働者ベース。  
（出所）厚生労働省、連合の資料等を基に三井住友アセットマネジメント作成  

年 2015 2016 2017 2015 2016 2017 2015 2016 2017

平均 2,814 1,428 1,184 0.88 0.45 0.36 5.88 5.98 5.76

一時金（カ月）
ベースアップ

（率、％）

ベースアップ

（金額、円）

（注）2017年3月15日現在。主要製造業を中心に三井住友アセット 
        マネジメント集計。平均は組合員数で加重。 
（出所）連合、金属労協、各種報道などを基に三井住友アセットマネジメント作成  

主要大手製造業のベースアップ、一時金の妥結状況 

■ベースアップ率は正社員の所定内給与との連動性が

高いのが特徴で、低いベースアップ率は2017年度の

所定内給与の伸びを抑制する要因となりそうです。 

■一方、非正規社員の組合の一部も昨日賃金交渉

で妥結しました。時給の引き上げ率は概ね1～2％

程度となり、足元の時給の伸びを追認する程度にとど

まりました。 

所定内給与、ベースアップ率の推移 
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